
申 請 概 要 
 

１ 申請者 

東日本電信電話株式会社（以下「NTT東日本」という。） 

 代表取締役社長  山村 雅之 

西日本電信電話株式会社（以下「NTT西日本」という。） 

   代表取締役社長  村尾 和俊 

（以下「NTT東日本」及び「NTT西日本」を｢NTT東西｣という。） 

 

２ 申請年月日 

平成 26年７月 24日 

 

３ 実施時期 

認可後、NTT東西の準備が整い次第実施。 

 

４ 概要 

  現行の接続約款では、NTT東西が番号案内サービスの提供時に利用する「番号案内

データベース」（※）について、当該番号案内データベースと番号案内台を接続する

機能として、「番号データベース接続機能」が規定されている。（接続は NTT東西間

のみ。） 

  今般、NTT東西は、番号案内データベースの更改に伴い、番号案内データベースと

番号案内台の接続箇所を、接続約款において規定されている「専用回線ノード装置」

から「中継局イーサネットスイッチ」へ変更予定である。（下図参照） 

  本件は、これらの状況を踏まえ、NTT東西が、電気通信事業法（昭和 59年法律第

86号。以下「法」という。）第 33条第２項の規定に基づき、接続約款の変更を行う

ものである。 

  ※ 契約者情報（住所及び職業等）を収容するために、NTT 東西が設置しているデータベース。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 



５ 主な変更内容 

（１）接続箇所の変更 

  「番号データベース接続機能」の接続箇所を、「専用回線ノード装置」から「中継

局イーサネットスイッチ」へ変更。 

 

（２）技術的条件集の変更 

 ア 上記（１）に伴い、準用する接続インターフェース仕様を、「専用回線ノード装

置インタフェース仕様」（別表 11.9）から、「中継局イーサネットスイッチ接続イ

ンタフェース仕様」（別表 38）へ変更。 

 イ 番号案内を行うオペレータの利便性向上の観点から、検索機能を見直すため、

データフォーマットを変更。 

 

６ 諮問を要しない理由 

本件は、「番号データベース接続機能」の接続箇所を、専用回線ノード装置から中

継局イーサネットスイッチへ変更するものであるが、当該接続機能は、従来から、

NTT 東西間でのみ利用されているため、当該変更により、他の接続事業者に対して、

接続料及び接続条件に関する特段の不利益が生じないこと、また本件は、新たな技

術を導入するものではなく、既存のインターフェース仕様に関し準用先を変えるも

のに過ぎないものであることから、法第 169 条ただし書及び情報通信行政・郵政行

政審議会電気通信事業部会決定第５号に基づき、諮問を要しない軽微な事項として

認められたものである。 

 


